
9 款 1 項 2 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

6,665 6,665 6,665 6,665 6,665 33,325

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

愛媛県消防協会会費 千円 350 351 351 351
消防団福祉共済制度掛金 千円 2424 2445 2406 2406
各種訓練会場使用回数 回 33 37 32 33

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 6,785 8,273 5,490 5,886

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 1,352 1,608 1,608 0
国庫支出金 0 0 0

0
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.17 0.20 0.20 0.00
人件費単価 7,954 8,042 8,042

0
合計 0 8,273 5,490 5,886

事業費
直接事業費 5,433 6,665 3,882 5,886
人件費 1,352 1,608 1,608

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

消防出初式及びポンプ操法大会等を開催し、消防功労や永年勤続、技能優秀な消防団員に対し表彰を行い、
消防団員の士気高揚、技能保持を図る。

事業の内容

本市消防団として、永年にわたり消防功労のあった退団員等へ表彰状と記念品を送り、功績を讃える。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

事業の対象 一般市民

根拠法令等
伊予市消防団の設置等に関する条例

予算科目

総合計画での位置付け
住環境の整備と生活安全の確保〜はつらつ住みよいまちづくり〜
消防・防災・安全の確保

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 危機管理課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

982-0119
記入者情報 所属長： 泉 仁 担当責任者： 楠本 員三

事務事業名 消防団運営事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

地域防災力の充実強化を図るためには、消防団員の確保は必要不可欠である。地域の訓練に積極的に
参加するなど、住民に消防団活動の周知・啓発を行い団員確保に向けた取り組みを継続する必要があ
る。

二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率

課題認識

「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」が施行されたことを踏まえ、自主防災会や地
区住民の積極的な参加の下、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に努めること、また、消防団員
の高齢化に対応するため、消防団活動の積極的な広報活動を行い、消防団員確保に勤めることと認識し
ている。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

5
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 5

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率 5
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4

目　　標 6549 7000 0 0
実　　績 5433 6665 0 0

成果指標

成果指標
表彰規定に基づいて、消防業務に精通し功労功績のあった消防団員等を消防出初式で表彰し、防災士気の
高揚を図る。

指標設定の
考え方

消防団員としての職務意欲の向上と、地域での防災リーダーとしての育成を図る。

区分年度 26年度 27年度 28年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


